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Ⅰ 京都をとりまく構造変化 ”規制綬和と産業空洞化－  
1節 国策としての規制緩和   
2節 産業空洞化とその要因   
3節 弱体化する都市、京都  
Ⅱ 規制緩和と地域商業 一大店法改正に揺れる商店街－  
1節 大店法改正の影響と「凍結宣言」  
2節 京都市の商業行政   
3節 京都市商業の特徴  
4節 商店街の現状  
5節 商店街の今後の展望  
Ⅲ 京都製遺業活性化への道 ”低下する開業率と新規創業への試み～  
1節 京都製遺業の基本構造   
2節 開業率にみる京都経済  
3節 京都における新鹿創業への試み  
4節 地域密着型産業政策の必要性  
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らずご批判をいただけれぼ幸いである。   
ちなみに、本年度の調査報告書のポイントは、ほぼ3点にまとめられると思う。   
第一に、近年の京都における製造業および小売業の変動は、円高要因に加え、地価高騰や大型店  
舗立地を招いた「規制緩和」政策によって引き起こされたものであり、これが京都市経済の弱体化  



























｝二   
は じ め に   
































































































































































い。   
しかもその矛盾はわが国の政策においてもっ  


















































































【2］ バブル崩壊と規制緩和   



































































［3］ 大店法の規制緩和   
大店法の詳しい内容については後に触れると  
、ここでは大店法の成立と変化の歴史につ  

















































のったと、いえよう。   


































済 社会に大きな構造的変牝濠もたらしつつあ  





















































（勤都市化にともなう空洞化のまとめ 80年代  
の都市の地価上昇は都市の産業構造に大きな影  
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後lこ今後の見通しについて述べる。   
①円高の国内産集への影響 円高は日本の国  
内産業にどのような影響を及ぼすのであろう  
か。まず円高が日本経済に影響を及ぼすのは、  
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のになる。   
②80年代後半からの日本製造業の海外直接投  
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1）高橋勇悦蔚r大都市社会のリストラクチャ  
リングJ日本評論社、1992年、20貫～22  




































食あ姶た清密機器、半導体などのハイテクペン   
チャー企業を多数輩出するなど、生産都市の側  



























































［2］ 就業者の推移と移動   
次に、前節でみたような産業構造の変化が京  
都の就業構造にどのような変化をもたらしたか  



































挙。   
Ⅰ＝T3二3衰5蓮前の常住市区町村又は現住  
南画町村15歳以上顔妻敷∴  


























Ⅰ－3－2泰 従業地による常住市町村別  
ノ1こ5歳．以上就業者数   
［3】 人口㌢居住補遺  
このよかに事業所が洗出したことと連動し  
て、そこに勤務する人達は周辺の地域に洗出し   
この、「白市内他区に常住」、「周辺6市に常住」  





























Ⅰ－3－5表 5年前の市町村又は現住  
市区町村5歳以上の人口  
たことがわかった。ところで、就業する人達を  



























Ⅰ－3－4表 京都市、都心2区、周辺6市の  
人口及び年齢構成   
周辺6市の人口、年齢構成はどうなっている  
のか。人白は確実に増加しており、1990年は  
13   
倍以上になっている。就業者ほどの多さではな  
いものの、確実に周辺市区への人口流出が起  









Ⅰ－3－6表 5年前の常住地文は現住地及び年齢偶成  




























Ⅰ－3－1固 公示地価の平均価格  
（1nf当たり、単位：内）  
富 妄 言 雷 雲 妄 言 竜 ．雲’芸  
l■暮】l鮒l■■■  
Ⅰ－3一一7表 3眉場上の建築物の確認中話件数   




Ⅰ－3二7表で料3階以上の建築物が都心2区   
14  
Ⅰ－3－8表 『共同住宅建築に関する  
指導指針』適用件数  
Ⅰ－3－2図 人口・工場数・平均地価の推移  
（1985＝100）  





































4月1日から実施したもので、民間が建   
∴設する、用途が共同住宅で工事する部分   
■ の階数が3以上かつ住宅の戸数が15以上  
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う。   
調整が長引いた背景には、当時の大店舗出店  
抑制の風潮に加え、京都ならではの地域的事情  

























を発足させた。   
対策協はまず出店予定地の地権者である高津  
商会や商工会議所、行政などに対し大がかりな  




商）の関係を例にとって見ていくことにする。   
1節 大店法改正の影響と「凍結宣言」   
















































































らずあった㌔ このため、5年後の宣言終了に  

















3）この大会には700名が参加し（『商店新   
開』）、来賓として衆議院議員、参議院議   
員各2名、京都府会議員1名、京都市   
会議員3名も参加した。  
4）結局、中小小売商側の組織力が政治を動   
かしたということになるだろう。しかし   
この時、消費者の側の組織化は十分に進   
んでいなかったことが、凍結宣言の事実   
上の失敗を招いた一因であると考えられ  
る。  
5）商店街へのヒアリングの結果、この5年   
間に有効な活性化策を打ち出した組織が   
ほとんどなかったことが明らかも；なって   
いる。凍結宣言に安住した商店街観織と  
ともに、活性化に必要な政策を打ち出さ  
17   
なかった行政のありかたは問い直される  


























店時刻の延長等が提案されている   










f商業と地区特性との結びつきをどう現実化す   
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るか   
さらに、商店街を取り巻く環境変化の中での   
今後の見通しとして、個人支出の伸び悩みへの  
対応、広域型商店街の「京都」という土地柄の  
持つ雰囲気を利用したソフト面への努力の必要 ＜                             1  
性、中心街を広域都市型の地域としてとらえる   




境整備、伝統的産業と市民との接近や整備をあ ∃   




る。また、都市や産業全体の変化を見極めるた   
めの情報の伝達の充実もいわれている。   
⑤小売業活性化の課題 ミクロ的側面から、三  
日常生活に密着した商業環境の形成、最寄り性、」  
快適性、様々な施設との適度な組み合わせをあ   
げている。マクロ的には、都市全体の構造変化、   
広い地域の中での商業拠点の位置付けの把捉、  
買い回り性を高めるための総合的な街づくりを1   
あげている。  








9つの項目に分けられる。   
a商業団体指導 b小売商業環境調査 c／ト  
売商業情報連絡会議d／ト売商業活性化対策 ｛  
e商店街振興 f私設小売市場振興 g商業環尋  
境変化対策 h商業施設の設置に関する指導  
i京ものブランド推進事業   
さらにa－iに基づいて、ハード面の金銭援 ∃  
助を中心とした振興事業を行っている。   
京都市商業に関する市の商業行政は、大型店  
進出や消費者志向の変化などの厳しい経営環境   
にどのように対応していくかの指針を与える方  










3節 京都市商業の特徴  

















らかの関係があるのではないのだろうか。   
次に、小売業における行政区如構成（Ⅱ－3  
－2表）を見てみよう。  
Ⅱ－3－1表 京都市の商店数、従業者数、年間商品版売額の推移  
（単位，店．人．万円．％）  
従業者数  年間商品版先史   
年   実数  対前回増加率  指数   実数  f対前回増加率  ；指数   実数  対前回増加率  指数   
1g79  30．406  1．9（4．5）  1（〉8．0  182，734   2．0（5．9）  100．0  482，572，438  17．4（25．1）  100．0   
1980  33．789  11．1（5．さ）  111．1  183．382  12．7（8．6）  112．7  631．033．345  30．8（41．5〉  130．8   
ユ985  写1・年季2  ，－6．g（－5．1）  103．4  176．363  －3．8（一1．2）  108．7  621．783・5可 二1・5（7・5）   128．8   
1988  31．874  ′1．■3（0．7）  104．8  1gO，、gg7  、8．3（8．3）  い17！4  887，513．132′  10．6（8．0）－  142．5   
1ggl  31．599  －0．9（0．5）  103．g  l弧450  1．3（4．7）  118．9  828，543．088  20．5（27，2）  171．7   
対前回朝睦のかっこは全国の場合。（資料）喘都市の斎勤京終両統計課  
指数は1g79年を100とする。  
Ⅱ－3－2表 小売業の行政区別構成（1991年）  
（単位．店．人．万円、d．％）  
商店数  所或比  従業者数  嬬成比  年間商品販売召  帝串比  売場面讃  構成比  商圏中心性行放い   
京都市  2乳OPO  100，○  101，8計）  100．8  211・封8・呵  100．D  1，337．男g  100．0   1．2158   
北 区  1．754  7．8  8．741  ＆6  11．584．383  5．5  87．6抑  8．8   0．7625  
上京区  2．213  乱6  7．887  7．2  1乱569．乙娼  説0  84．7丁8  6．8   1．0101  
左京区  乙314  10．1  g．412  乱2  16，427．270  T．8  1宰0．㍊6  8．0   0．7g61   
中京区  乱41g  14．8  14，399  14．1  27．973，807  lI8・2  1g6．785  14．7   之4さ且1   
東山区  11・589  8，9  説412  已3  7．58已288  3．8  陀柑1  4，8   1．2447   
山科区  1．455  8，き  臥2gO  6．2  ；l乙闘．784  】6．上  91，ユ昌2  6．8   0．7920   
下京区  2．ユ78  10，8  18．206  15，9  51．212．8（旧  24．2  253．688  19．0   瓦8548   
甫 区  】1・539  説4  7．別0  7．8  19．108．163  9．0  70．334  5．3   1，6214   
右京区  177  g．5  g．888  g．5  18．81乱339  乱8  11ag87  さ．5   0．88gl   
西京区  1．14丁  5，0  説320  5．2  10．8il．T叫  5．1  ．7乙88l  良4   0．6383   
伏見区  さ．017  18．2  1孔085  12．8  24．848．154  ．11．8  184，811  1さ．8   ¢．T388   
（資料）喋都市の商業j京軒市統計札l京軒府の人口一京都府統計秩  




［2】他の大都市との比較   
ここでは、他の大都市における小売業の基本  
数値と比較することで京都市商業の特徴をつか  






















みよう。   
Ⅱ一3－3表 小売業の従業者規模別商店数、  
従業者数及び年間商品版売額（1991年）  
（単位．店 人．万円＼火）  
商店数  槻比  従業曽数  ♯戚比  年間有島販価  軍政比   
軒  払㈹  1仙  10l．8gO  1弧0  211．5仏72了  100，○   
1・－2人  12，301  凪5  礼188  1軋8  汲78乱528  10．も   
8一－4   邑1tほ  2鼠8  礼180  孤2  弧線1．即  15．5   
5－g  已恥6  1乱¢  18．875  18．5  汎431．768  18．8   
10－19  耶旧  4．8  1孔之17  1乱○  乳附．002  ．13．7   
20－29  ユ03  1．さ  7，1防  7．0  15．監8．さ80  t5   
80・－4P  17【l  0．7  8．3粥  ＆2  1も4軋415  lI   
∝ト・聞  72  0．3  4．8鯛  4．8  1l．糾10丁且  已4   




Ⅱ－3－4表 大都市の小売業の基本数個（1991年）  
【■勢■量一大1帯織鮒比畿年女J大智帯織…■参）   
20  
Ⅱ－3－6表 京都市の第一種大型小売店   
出店・増床計画（1992年1月30日現在）  
てほしい。  





















雫Il小完鵬  個人縫す小   大底小越■シェ   大里小売店Hシュ7  
比■  先頭比事   ア（亮欄川引■牝）   （年何奴允甘比〉   
束穆巾   80．t 68．之  乱托巾   3L8  仙七巾   lh5  
50．5  
川l■Jl   ㈹．ウ  ■醜郎   爪l．3  
労．6  ヽ■巾   ユ】．1  
Il戸巾   81．3  
Jふ■招   S乙6  
68．電  
組Hl！l   56．さ  








































（ポ揮Il欄膵往柑狙二級相異貿易課預科）   
4節 商店街の現状  
京都市内には、1990年3月現在、161の商店  
街がある。そのうち107は任意組織で、46が商  
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共栄を目指した伏見大手筋商店街の4商店街を  －1表に示す。以下、それぞれの調査結果をま  
選んだ。それぞれの商店街の位置をⅡ－4－1   とめてみたい。  
図に、商店数、従業者数、年間販売数をⅡ－4  






⑳ 伏見大手筋商店街   
8 キタオオークタウン   
b イズミヤ白簡町店   
c ライフ壬生店   
d ニチイ  




Ⅱ－4－1表 各商店街の商店数、従業者数、年間販売額の推移  
（単位．店．人．万円）  
新大富商店街  北野掛金  百折道場盆  京橋商店会 伏見大手筋振興会   
年  鱒店数  従業者数  年間販売額  商店数至御者数   年間販榔  両店載  従業者数  年間販売狩  商店数  従染着数  年間販売額   
1粟5  き18  1．832  12．130  11亜  】 描  8．112  160  520  5．632  188  1．080  別．221   
1g88  284  1，058  13．200  110  405  5．485  148  475  5．1g2  田  1．059  25，錮8   
199l  287  1，01：〉  lも548  108  891  もg7¢  151  四  説144  1由  1．1㈹  孔872   
（資料）l商業統計表1適量童集大臣官房材査統計筍  
蘭店ヰの名称闇l商秘計憂」に為る。  
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［1］ 北野商店街   




















Ⅱ－4－2表 北野商店街の業種構成  
数  割合  市内計   
生鮮食品  23  16．1＄  （8．5宰）   
その他食品  41  28．7針  （15．5邦）   
その他物販  54  37．鍋  （44．9喜）   
飲食店   田  4．2群  （15．0椚   
サービス業  国  1．4好  （7．8好）   
その他   17  11．8％  （8．3＄）   
合計   143  100ガ  （100劣）   











【21 新大宮商店街   


















































うだ。   


















教  面会  市内計   
生鮮食品   25  12．郎  （8．5ガ）   
その他食品  35  17．7ポ  （15．5＃）   
その他物販  108  54．5妬  （44．錮）   
飲食店   田  7・鱒  （15．弼）   
サービス業  14  7．1＄  （7．8妬）   
その他   口  0．1＃  （軒鮒   
合計   1g8  100％  （1qO＄）   




















のである。   
④競争力強化に向けての対策～コミュニ 
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地域の中心型として分類されている。   































受けた。   















































































［3］ 西新道商店街   





























をも合わせもっている。   
















部会京都審査会に報告している。   
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には、日用雑貨と食料品のスーパーが2店ある。  
毎日の買物のための商店街、下町の商店街とい  































ような努力も忘れない。   
















［4ユ 伏見大手筋商店街   
























b商店会の財政 各店から月額之万円となうて  
おり、近々アーケードの改修工事による費用の  
負担もある。  




なども行っている。伏見商店街に見られる特徴   












る。   










門店という・商店街の特徴がうきぼりになった。   
⑦行政について 補助金だけではなく′、事業  
を⊥部負担する力を養成する必要がある。商店  
街に対する策は、街づくりに通じるが行政側か  
らの具体的な捷案がない。   












地域も発展する・ことができるといえる。   



























ことにとどまった。   
⑥生協について 現在のところ、競合するも  
のもなく問題はない。   





行政の意向を汲んでいるといえる。   

























の銀行は別金額の負担になる。   

































































した政治的安協の産物という側面は否定できな   
衝が時間つぶしの場であることや情報提供の場  





































決された。これは全国でも非常に数少ない宣言   
30  
い。凍結期間中の商店街活性化のどジョンが、   
議会に明確にあらたわけではない。一方、凍結   
運動を積極的に推進した商店街側でも特に活性   
化の方策をとったわけでもなく、凍結によって   
商店街の活性化がなされたということはなかっ   
た。凍結宣言推進派は、「大型店出店阻止」そ   
れ自体に焦点を絞って活動し、凍結運動自体に   
は極めて強固な団結力を誇ったが、凍結がなさ   
れると、その後の商店街としての活動日席を見   
失い団結力が弱まってしまった。   
結局、凍結宣言は当初掲げた目標を成すこと   
はできなかった。確かに大型店の進出を、5年間   
抑制し、商店街の寿命を延ばしたとも言えるが、   
それでは根本的な解決にならない。商店街活性   
化の具体的なビジョン・政策が見えず、政治的  
産物という限界を越える土とができなかった。   
凍結宣言の意義は、大型店出店という脅威に   
直面している地元商店街の危機意識を公に知ら   
しめたという点にあったといえよう。しかし、 
その危機意識が京都市小売業全体の発展には繋   
がらなかった。   
結局、商店街の生き残り策として、大型店の   
出店をただ単に抑制するだけセは不十分であ   
る。問題を先送りしているだけという批判は免   
れまい。凍結宣言当時から起こ，りつつあらた規   
制績和め流れのなかで、大型店出店規制だけが   
旧来のまま存続していくとは考えにくかったの   
でないだろうか。   
凍結解除以後の1988年から、京都市も『商業  
近代化地域計画報告書（基本計画）』を作成す   
るなど、小売商業の将来像を模索していく動き   
を見せているが、それ以前には京都市小売業と   
いう視点から将来の商店街のあるべき姿を描く   
ということは掛こ問題にされていなかった。し   
かし個々の商店街においては、生き残るために   
自らの存在意義・存在価値を探し求めていくも   
のもあった。  








え 、様々なタイプの商店街に共通して言える  
ことを中心にして論じていくことにしたい。  








































































































来へのビジョン、方策等は異なるであろうが   
そのなかから、将来の日本の社会に適合するも  


























































33   
りがちである。   
これらの理由があるにせよ、大型店に商店街  
が対抗するためには、商店街を構成する個別   
店が結束していかなければならないと認め な  
らば、上部団体としての組合に行動決定権をあ  
る程度委譲し、組合機能を強化することに協力  
















かどうかが重要である。   


























うな商店街が生き残っていくのだろうか。   






























行う；■ととす冬ql   


















全事業所  10人未満  10人未満鋼合   
全匡   72さ，853  538，8郎  乃．7％   
札1市   2，31Z  1，419  81．4％   
仙台市   1，857  1，2SS  87．8％  
東京さ区部   70，941  5る，8器  j2・8％   
川場市  5，㈹4  、、3，783  74．3％   
れ浜市 恥037  町鱒  ′ 88．4％   
名古屋市   17，8閑  13，934  78．7％   
京都市   1a，13l  10，844  82．8％   
大阪市   32，889  調，訓3  7g．7％   
神戸市   7，○調  5．（帽5  72．1％   
広あ市   3，2Z2  2，087  64．7％   
北九鮒軋   2，7刀  1，7a7  83．7％   





全豪彙所  うち法人  法人東食   
1Z大都市合計  220，∽9  13Z，302   80」0％   
札慎市   3，76∈，   2，粥9  78．占％  
仙台市   2，益9   1，朗0  由J2％   
東京都区部   98，776  63，327    84．1％   
横浜市  11，8釦   9，195   十汀．8％   
川搾市   ＄，212   4，828  74．5％   
名古屋市   20，782  12，由1  59．4％   
女都市   18，666   7，781  46．7％   
大飯市   叫1臨  18，郎娼  47．8％   
神戸市 8，315   3，804  軋7％   
広島市   4，310   3，024   70．1％   
北九州舌   3，018   1，9別  糾．7％   
「ニ   3，432   2．0伯  5⊆〉．5％   
（資科）総務庁統計局「事業所統計調査報告書」平成3年度版  












反映しているものと思われる。   

















Ⅲ一1一4表 製造事秦所の規模別構成  
性だけでなく、このような遅れた経営形態も  


















皿－1－3廣 京都製造業の業種構成  
・咄  幽餐・  ■■■  
■ 綿  」1膿  嘘    ■l■比  
■■   u．11l  l札†il   】．m．7h  l▲  ．l－   
■■▲ ・   l11   ■祐  1暮5．盟  与．  T  ○   
■ト■■七■ご      18  ． Jll，●■  
し ■暮  二・  ■   ■．≠    ll  l為．Tll  
漉■■廿○■蠣■        飢i】tl  
一打・ホt▲、  m  乙lコ   、】7．1■】  
1■・■■■  ．  馴      p．▲Tl  
～ブ・■・■1▲   ●旛      箪．5■1  
■■・■■・■■1  巳  二 ．．は．かl   11丁．Ⅶ  
●■し■い■■■   l訂   llS   ほ．鶴  
■1・土石■■  lIl    ■ll  Tl．7訂  
モ○■  ，、  鮨    同  lT．■lコ  
■エ轟什．  ll．m  ■．】印   1．－，■I  
僧攣  、IJ∽   t11．法王  
石■・石▲■■    二  セ      ■ll  
ブースナyタ■■   t■  ■■‘l．t任l   て〟．鯛  
■▲■▲   l  いご t■   1  
丘■   ■  ．  量－l   丁．1▲〉  
■M  日    JIl  ○：．t●  
▲■ll▲  捏    書l  ll■．11T  
一●■■  皿    田  加．迫l  
1－■   箔l  lll，王Il  
■1■■■  ■   L≠   Ta．鶏l  
■t■暮  l■   †．鮒  
tt▼工t●■  5l．t汀   1．聞．nl   一●．5   
l■★†■■●■■■■■■■■■   m暮■○工1り   l槻■．量l－nlよ   ●■▲  
110－11人  
】，鵜  
■■■■t■÷  叫・■■  、1p  ■■■■  一■■■  
■■■1 雷暮▲  ▲■  l  













































































































































































造ではなく、多品種少量生産の傾向が強いなど、   
38  
1恥○  l脱  1恥5  1捌  1抑）  
全■た纂   18．82l  16．ム10  1S■㌘写  1l．q旭  18．1ユ1   
t丸■械   罰ロ  訂和  ユ19  3軸  
槻   9．0るZ  8，5T9  7，弧  6．鴎1  8．瑚   
欺粁・飼料・たばこ  02象  払事  75  鴨  ∞   
出航・印■   l．0」泊  1，l芯  1，070  1．恥  1．008  
ごl！   88  8l  8Z  随  59   
・一■■斗せ   642  了10  防丁  鴨6  818   
t■■■   之l泊    匹    188   
《嘱品   743暮  7仙▲  田  折る  8ql   
曇■   7（氾  731  ；・；†  ‰  研ヱ   
叔▲   783  815  息28  T81    733   













































諦心   1983   1由0  減少率（幻   
全製造業   3，948   3，010   23．8   
t気機械   34   28   21．4   
∴．；   1，915  1，415   26．1   
欺科・飼料・たばこ   9♯   5   朋．4   
出版十拝聞  391   338   14．1   
■送用機翳   9   7   22．2   
⊥⊥ト≠   87   75   13．8   
i．・≠   89   27   30．1   
食科品   216♯   1g7   8．8   
金1   128   95   25．8   




Ⅲ－1－6表その2 都心部以外における  
事業所数の変化  
都心部以外   1【】83   1g9D  減少率（幻   
仝襲造業   1Z，871  10，121   ．4   
t気機械   3ユ9   308   18．l   
二．室   8，684  ．4，即1   盟．0   
飲料・飼料・たばこ   86  58   12．1   
出版・印周   734   872   8．4  
■送用機覇   52   S2   0   
一般機揚   823   565  ・9．3   
精密機浄   182   15g   12．6   
食料品   亀8Z   lll   7．9   
た。ノ．－．   603   545   9．6   
衣服その他創製品   5g5   4g4   17二0   
衆芸欝撃芸者漂  
わりに19貼年のデータを使用している．減少率も同機。   
としての減少率が高いので、業種自体の構造的  
要因による減少が前面に出て、「都市化」によ  
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しゃすい傾向にある。   
一般機器は電気機械と同様な動きを示してい  
る。他業種の動向と、「都市化」の影響を襲く  
受けていると思われる。   
精密機器も1循3年以降減少が激しくなり、機  
械関係の業謹はすべて同様の傾向を示している  






以外の減少率の差はほとんどなく、都市化の影   
40  
1）京都市総務局総務部統計課r京都市の工  
業J1990年度版、21貢参照。   
2）京都市経済局商工部経済企画課『京都市  
の経済』1992年度版、40頁参照。  
2節 開業率にみる京都経漬  
前節では、京都諸産業の基本的特色について  
述べ、製造業の主要業種それぞれの産業構造を  
明らかにした。本節では、こうした産業構造に   
おける経済活力の指標として開業率に着目し、  
その動向をみる。  






































































×100（％）  開業率＝  
前回調査時点での事業所総数   
（今回調査での事業所総数一前回調査での事業所総数）  
×100（％）  純増率＝  
前回調査時点での事業所総数   











［3］ 業種別にみた京都産業の新規開業の現実   
それでは、前節でふれた京都の主だった産業  







































Ⅲ丁2圭1－表 製造業全体の開業率の推移  
75伍  78躍  、81餐こ  88餐   91量E  
30984  35．113  爪h引ほ  5q．84，  55．31T  
1J‖欄  l．¢T5  Z．ユ17  ヱ．710  2．40Z  
l．486  1＿847  1．，33   g31  
5．11  8．5I  ‘．68  l．川  




いといえる。   

























下はしている串のの、プラスを維持している。   
Ⅲ－2－4表 出版・印刷・同関連産業の  
開業率の推移  
鉱  81年  86年こ  91年   
61‡  81．g52  67．803  Tt】＿120  
4Ⅰ2  2．9」5  Z 84＄  2＿2：柑   
098  2．11ユ  l．130   50：】  
」，8g  5．ユ8  1．2T  3．3l  
1．Z5  3．80  1．82  8．T－l  
□全日（扁難事；）＋（継）◆珊（R■事〉 ▲（蜘）  
く⑤輸送用鱒械表具鱒準業 京都あ鱒挙用機械  
器具製造業は事業所の維対数が小さく、開業率  
についての考察はあまり意味をなさないと考え  
られるのでここでは省略する。‖   
⑥一般機械鱒器具製造業二Ⅲ「2－5表は、  
一般機械器具製造業申開業率の推移を示したも  
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重  751E  781E  81∫E  8【巨軍  91鉱  ＝・姐塾  128＿ユ57  1ZZ．537  1柑18ユ  1t〉3．18ユ  鳥4」那川    2．646  1＿867  2＿022  l．676  11）5」   職  －l，g川  －1＿451  ーユ、000  －3．661   
1，45  1．65  
－1，】8   
表盛誌             1【1578  10．Z38  10．13Ⅰ  8．330  T．ロT6  
Ilさ   1：事5   90  
－3」；  －36t】  ーZ5Ⅰ   
1．4b  
－0．35   
（資輝）拷彷庁F群某所統計報告』  




率についてはここでは触れない。   









75應  78年  81丘  8（巨牢∴  91fE  
6DT」2  一日．185  Tl＿04l  且1＿21g  8T．0¢ユ  
2＿5‘T  1．950  2．5T8  l＿●ll  ヱ．5g9  
l．：‖8  t．1事i  才＿01Z  1こ1tiユ  
3．21  4．00  4．01  3．20  
2．05  3．39  2．87  1．43   
Ⅲ－2－7表 金属製晶の製造業の開業率の推移  
??????????
d毒■（羅■事）＋（脾）ア薫暮（R■事〉 ▲（榊蓼）   
Ⅲ－2－6表■精密機械製造業の南条率の推移  D全□くR幕蓼） 十（椰） ○京事くR薫ヰ） ▲（脚）   
⑬衣服・その他の繊維製品製造業 ここで  
も、統計上の欠陥が官立う＝ので、衣服・その他  
の繊維製晶製造業の開業率については省略す  
る。   















ている。   
??????ー?」?↓?
ロ．全日く腑）■（脚〉 ○嚢■（E■寧〉 ▲1（鱒〉   
⑧食料品 統計上の問題があって、食料品に  
ついての開業率は算出できないため、ここでは  
省略するd 
⑨金属製晶製造業 Ⅲ⊥2－7表は、金属製  
品製造業の開業率の推移を示したものである。  
精密機械器具製造業と酷似した動きを示し全国  
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Ⅲ－2－8表 卸売・小売業の開業率の推移  
75年  78年  81f巨  88王巨  91fE   
＿63：】＿6gZ  ．865．596  l．025．369  ユ＿015．Tt14  ′＿g20．5：！5  
Ⅰ32＿91：l  】58＿426  167．＄6T  139．85ユ  tO9＿31（〉   
77．3Dl  53．Z58  4．OTg  ーZ5＿046   
6．D2  5．85  4．62  ユ十5ウ  
2．94  1．86  0．1：】  －0．82  
D全巨（R叢率）十（臓）○文辞（見料〉 ▲（榊事）  
［5】 新規開業の低迷と今後   
これまでにみてきたように、ここ数年の経革  


















書・平成6年版』参照。   
2）前出『新規開業白書・平成6年版』8頁、  




















指摘きれてし、る。‥   
その間題点に画しては、性質上大きく2つに  
分けられる。1つが「風土論的間患」に、もう  



















や大学からのスピンナウトが少ない」のである。   
現時点では、日本の技術力は世界そも有数と  
される。しかし、西澤潤一氏が恕摘するように1）、  











































キュベーシiン」の「刺度論的問題」に注目が   
































































































































































ンスセンター4号館はソフト マルチメディア  
研究が主体となっている。また、外資系の多く  


















































49   
では京都製造業の分析を進めることにする。  
1）別冊宝島207『「技術立国・日本」が危  
ない！』、宝島社、1994年、参照。   
2）同上、参照。   
3）構成忠男『中小企業ルネッサンス』、有  
斐閤、1993年、参照。   









































































こ－とは否定できないd無論、産学協同の場を用   

































































































































の新分野進出等による経済の構造的変化   
への適応の円滑化に関する臨時措置法」   
でi「中小企紫新分野進出等円滑化法」 
はその略称である。さらに、「中小企業   
リストラ法」二の名は、その制定理由から   
通称としてついたものである。  
4）京都市企画調整局活性化推進室F都市研   
究 京都JNO．8、1994年3月、参照。  
5）大谷幸夫霜「都市にとって土地とは何かJ、   
筑摩書房、1由8年、参照。  
6）従来の用途地区区分では工業地域とされ、   
ホテル，劇場，学校等の建築は禁じられ  
てきた。  
7）佐和隆光「平成不況の政治経済学J、中   

















法人 東京市政調査会、1994年、参照。  
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う。   
商喪、製造業ともにそのキーワ－ドになるの  
は」「規制緩和」「空洞化」「大資本と中小資本  



















































































































































55   
い。安易に答えそ追求するのではなく、その構  
造をしっかり見極めることが今の私たちにとっ  

























57   
執筆分担（回生、執筆箇所）＆編集後記  
足立英雄（3回生 Ⅱ－3、4）  
商店街の調査報告を担当したが、店の経常   
に？∨†ては経済学よりも商人気質で捉えなけ   
ればならない部分が多く、その点学年の僕は   
世間知らずたと思う。少し勝手なこと（？）   
も書いたけど、どうぞ大目に見て下さい。  
小針健⊥（3回生 Ⅱ－5）  
調査の先行き不透明感に恐怖を感じたこと   
もあったが、やってみれば何とかなるもので   
す。「案ずるより産むが易し」ですね。岡田   
ゼミの宣伝を兼ねて、ルネにこの本を置いて   
もらいましょう。  
中村秀生（3回生Ⅱ－2）  
産業の空洞化が進展している。円高の悪循   
環である。資本の利滴追求至上主義は、地域   
経済を荒廃させる可能性を多分に含んでい   
る。地域や住民の塵活七根ざした経済活性化   
の道を追求していく必要がある。…のでは？  
栗木勇三（3匡l生 Ⅱ－3、4）   
1994年1月17日、午前5時46分。論文を打   
ち込み終えた。地震は突然起こった。ディス   
クのなかの論文のデータは全部消えていた。  
12000字、原稿用紙30枚である。思わず座り   
込んだ。そのとき、阪神間が崩れていた。   
堀 宏輔（2回生 はじめに、おわりに）  
大量にさぼりながらも何とか原稿を書き上   
げました。来年はメンバーも少なく、寂しい   
限りですが、岡田ゼミに骨を埋める覚悟でな   
んとかしのぎたい（｛＿‾；）とおもっておりま   
す∴・・  
松林 薫（2匡l生Ⅰ－1、Ⅰ－1）   
ちはやぶる神をも畏れ鱒はったりは若草の   
至り今は至ら中   
［解説］知？たかぶりで吹きまくった若者の   
居直りの歌。青春時代末期の作か。  
山魅宏之（3回生Ⅰ－2、Ⅱ－1）   
今、京都の製造業が廃れつつある。一昔前   
の「伝統と先端の京都」の「先端」も京都か   
ら流出している。1ドル＝90円を切る円高に   
よってさらに加速された日本の大きな変化の   
中で京都製遺業は生き残れるのか？  
水島和哉（3回生Ⅰ－3）  
ほんまうっとおしい「平安建都1200年」、   
やっと終わりましたね。さあ、「まちこわし   
元年」の始まりです。今のうちに、まだ、人   
が快適に住める町「京都」を、心に、文章に、   
写真に残しておこっと。  
宇都宮千穂（2回生 Ⅱ－2、4）  
書き終わったら、テレビでは、宇宙なんと   
かコプラをやっていました。いろいろ京都に   
ついても知識が増え、深夜番組にも詳しくな   
りました。  
58  
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